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   開     議 

 

 

○小関勝助議長 おはようございます。 

 これから本日の会議を開きます。 

 本日の会議に欠席の通告議員はございません。

よって、ただいまの出席議員は定足数に達して

おります。 

 本日の会議は、配付しております議事日程第

３号をもって進めます。 

 

 

 日程第１ 市政一般に関する質問 

 

 

○小関勝助議長 日程第１、市政一般に関する質

問を昨日に引き続き行います。 

 それでは、順次ご指名いたします。 

 

 

 小関秀一議員の質問 

 

 

○小関勝助議長 順位６番、議席番号５番、小関

秀一議員。 

  （５番小関秀一議員登壇） 

○５番 小関秀一議員 おはようございます。 

 台風３号の影響なのか、きのうまでとは打っ

て変わって少し過ごしやすい天候となりました。

ことしの冬、大分豪雪だったわけでして、４月

の種まき時期も大分低温の日々続いたわけです

が、約２カ月近く非常に好天で雨も少なくて、

百姓の立場からいうと、畑などからからという

状態で、体調管理、あと作物の生育等心配して

おる毎日であります。 

 打って変わって、経済の面なども振り返って

みますと、ここ半年近く、政権交代もあり、い

わゆるアベノミクスというふうな言葉がマスコ

ミも含めて躍っております。ただ、株や円の相

場の動きにもかかわらず、私たち市民生活をす

る者にとってはどこの話なのかなというふうな

思いで、毎日世の中の動きをただ傍観するのみ

というふうな毎日も続いているというふうに思

っております。 

 私は、長井市の財政について、農業問題につ

いて、通告している質問に従って質問を進めさ

せていただきます。 

 １番目、長期財政計画について。 

 この点については３月の定例会でも質問させ

ていただいた部分あるわけですが、30年先の財

務計画について、特に厚生労働省の発表であり

ますと、2040年には当長井市は１万9,500人に

人口が減るだろうというふうな予測をされてお

ります。人口動向、また時代によっては市民の

意向、あと公共サービスの需要と、総合的な調

査、検討の上で財政計画が策定されて、首長、

議員、職員、そして市民の年齢構成等も変わっ

てきますので、変わらぬ行政課題について一歩

一歩歩むことが必要だなというふうに私は感じ

ております。 

 ３月議会で、市長は答弁の中でも、長期の財

政計画については導入を検討する考えがあるこ

とを述べられております。今後の具体的な進め

方について、特に財政課長がかわられましたの

で、その点について、担当課長からも回答を求

めたいと思います。 

 ２つ目、公共施設等については、さまざま今、

課題が山積しておりまして、検討委員会が設置

されて検討中な課題も多くあります。全体的な

長井市の将来像を判断するためにも、さきに触

れました30年、40年スパンの計画と財務計画が

あわせ持っていなければ、住民の合意、そして

財務計画なしには、議会でも住民の方々も一つ

一つの単品では判断できないということが多く
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あります。多くの自治体でも、財務白書等、ま

た公共施設の白書等を発表して、市民との情報

を共有しての施策が進んでおります。長井市の

今後のこうした方向性について、市長からの答

弁をお願いするものであります。 

 大きな２つ目、農業振興についてお尋ねを申

し上げます。 

 今現在、大きな国の課題としてＴＰＰの課題

が取り沙汰されておりますけれども、当長井市

では、３年前から実験事業で菜なポートの直売

所の実証がされました。３年間、さまざまな報

告書にもあるとおり、一歩一歩前に進んできた

なというふうに私は感じておりますし、地産地

消の取り組みも、おかげさまでこの事業によっ

て実績が上がったものというふうに評価もして

おりますけれども、特に資料等を見せていただ

くと、地場産品の比率、また特に加工品等の産

品の比率がまだ不明瞭というふうな面もありま

した。どういう成果があり、今後の直売所の課

題としてどういう整理をなさっておるのか、担

当の農林課長からお答えをいただきたいという

ふうに思います。 

 農業振興の２つ目であります。農業政策につ

いては、長井市の独自な政策がぜひ必要だとい

うふうに、時折々申し上げております。特に昨

日も国から2012年版の農業白書が出まして、若

い人、いわゆる担い手、特に49歳以下の農業者

については、全国的には３％、39歳以下の農業

者については、稲作に関しては１％というふう

な数字が出ております。人・農地プランは長井

市も地域ごとに進めておる施策の大事な点であ

りますけれども、今後長井市の農業政策につい

て、課題等を市長、農林課長からお尋ねを申し

上げます。 

 さまざま部分の質問あるわけですが、壇上か

らは以上の質問をさせていただいて、終了させ

ていただきます。よろしくお願い申し上げます。

（拍手） 

○小関勝助議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 おはようございます。 

 小関秀一議員のご質問にお答えいたします。 

 まず最初に、大きな１点目の長井市の長期財

政計画の必要性について、私のほうから、まず

最初の（１）財務計画は30年先の人口、経済動

向で策定するべきではないのかという点でござ

います。 

 ただいま小関議員からは、３月定例会一般質

問の答弁で、私が30年スパンの財政計画をつく

るというふうに答弁したというふうにおっしゃ

ってますが、私はそれは申し上げておりません。

私が申し上げましたのは、公共施設マネジメン

ト、小関秀一議員からありましたファシリティ

ー・マネジメントの必要性についてどうだとい

うことに対して、これは検討する必要があるの

ではないかということを申し上げたのでござい

まして、30年、40年スパンの財政計画というの

は考え方としては理解できるんですが、例えば

長井市の30年前、いつだったかといいますと、

昭和五十七、八年なわけです。その時点で現在

の財政状況を想定できたかというと、経済情勢

も含めて、やはりかなり難しいのではないかと

いうふうに思います。 

 後ほど財政課長に答弁いたさせますが、現時

点で30年スパンで収支をシミュレーションし、

財政計画をつくるのは困難であろうというふう

に思っております。仮に人口動態だけで30年と

いうと超長期のシミュレーションを行えば、30

年後は長井市の行財政運営という問題のみなら

ず、現在の日本の行財政制度そのものの継続性

がどうなっているかと、そういう結果になるだ

ろうと思っております。 

 例えば、あと政策的にはよく言われているの

は、小関秀一議員がおっしゃるように30年後に

長井市の人口は２万人を切ると、あるいは50年

後に日本の人口は現在の人口より３割程度減少

するという予測があるわけですけども、例えば
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ドイツのように移民を積極的に受け入れるとい

うことによりますと、人口は減らない可能性も

あります。これはどうなるかわかりません。ア

メリカもそうです。積極的な移民政策をとって

いるから減らないわけでありまして、したがっ

て、理想としては理解できるのですが、やっぱ

り30年後先というのは極めて難しいというふう

に思っております。 

 人口減少社会を迎え、基本的に社会経済のス

ケールが縮小してると。これはデフレによるも

のでございますけれども、そういったことはこ

れからもどのようになるかということについて

は、今政府はそれを何とか脱却しようと努力し

てるわけであって、これらについて、その成功

するかどうかのいかんによっても変わってくる

のではないかというふうに思います。 

 市の財政運営についても、ある程度確実に予

測可能な範囲で必要な対策、例えば人件費とか

公債費等をしっかりとコントロールして、不測

の事態にも対応できるような調整財源、そうい

った確保の努力、対策というのが講じられるこ

とではないのかなとは思います。したがって、

そういったことをしっかりと考えていく必要が

あると思ってます。 

 現在、公共施設の整備については、複数の文

化施設とスポーツ体育施設の検討委員会で検討

をお願いしておりますが、それ以外に教育委員

会の中で、例えば小中学校の大規模改修などの

計画もあるわけでございます。その目的の一つ

は、特定の施設の利害関係者だけではなく各分

野の関係者に参加をいただいて、分野ごとに総

合的な判断をいただき、必要な施設整備につい

て、まずは優先順位を話し合っていただきたい

ということでございます。各検討委員会では、

今後見込まれる少子高齢化の進展や人口構造の

変化等、当然そういった状況の実態に合わせた

施設の機能、あり方もしんしゃくしなきゃいけ

ないというふうに考えられます。それぞれの検

討結果を受けて第５次総合計画に反映していく

こととなりますけれども、施設整備に伴う後年

度負担の状況によっては、実施計画策定時点、

あるいは実施計画のローリング時点、また予算

査定時点で状況を見て先送りや中止等の場合も

あるというふうに考えておりまして、それらに

ついてはいろんなさまざまな団体での意見交換

会などでもそういったことを申し上げておりま

す。 

 東日本大震災や笹子トンネル事故を契機に、

全国的に公共施設とインフラの老朽化対策が大

きな課題になっておりまして、その対策として

小関秀一議員からありました公共施設マネジメ

ントが注目されております。建物や設備、土地

という財産を経営資産として捉え、総合的・長

期的観点からコストと便益の最適化を図りなが

ら、財産を適正に管理、活用していく経営管理

手法であるということは、小関秀一議員からご

指摘あったとおりでございます。 

 現下の厳しい財政状況や今後見込まれる施設

の建てかえ需要を踏まえ、施設の統廃合や長寿

命化と維持更新経費の平準化と抑制を図るため

導入を始めた地方自治体が出てきております。

先行自治体の例を見ると、公共施設マネジメン

トの取り組みは実態を把握するための白書、こ

れはカテゴリー別の規模とか配置実態、利用実

態、建築年数、施設内容、コストづくりから始

めておりますが、白書づくりには大変膨大なエ

ネルギーと時間、お金も要します。肝心の具体

的なマネジメントの実態、実践にまで結びつけ

ている例はまだ少ないのではないかというふう

に見ているところでございます。これは２番目

にもう入っておりますが、先行自治体は人口20

万人以上の中核都市等で情報等を一元化した専

門部署で、さらにはコンサルタント会社を活用

している場合が多く見受けられます。人的・資

金的資源に制約のある長井市のような規模の自

治体で導入例は聞いておりませんが、大規模施
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設の更新等での検討における評価手法、考え方

等の点で参考になるのではと考えており、引き

続き検討してまいりたいと思います。 

 １番目の点については、１点目と２点目あわ

せてお答え申し上げました。 

 次に、２点目の長井市の農業振興についてで

ございます。 

 １点目の地元農産物の消費拡大と菜なポート

のかかわりについては、担当課長からというこ

とで農林課長の答弁になっておりますので、私

のほうからは（２）の人・農地プランの実績と

長井市の農業政策の方針について、お答えを申

し上げたいと思います。 

 人・農地プランにおいては、現在、中央地区

を除く７地区で計画が策定されているのはご存

じのとおりだと思います。中央地区については、

秋ごろを目途に策定するよう進めております。 

 現在の７地区における実績でございますが、

中心的経営体の数は206経営体で、現在の経営

面積は1,496.6ヘクタールであり、５年後には

2,289ヘクタールに拡大する計画となっており

ます。また、離農者は101名で、離農面積は

139.3ヘクタールとなっております。中心的経

営体のほとんどは米、大豆等の土地利用型農業

でございます。したがって、本市の農業政策に

おいては、中心的な経営体への面的集積を図り

ながら規模を拡大し、さらなるコストダウンを

図っていかなければならないと考えております。

また、経営規模の拡大により、大型機械への更

新等を進め、さらには土地区画整備等により大

規模圃場の整備も進めていかなければならない

と考えているところでございます。そして、園

芸作物、果樹、畜産との複合経営も推進しまし

て、多様な経営形態の育成も図っていくべきで

あろうというふうに考えているところでござい

ます。 

 小関秀一議員からございました長井市として

独自の農業政策が必要なんではないかというこ

とでございますが、やはり長井市として独自の

農業政策の必要性というのはわかるんですが、

ただいま申し上げたような形で進めると。これ

はやはり国の大きな農業政策の流れの中で、例

えば先ほど小関秀一議員からもありましたいわ

ゆる新規就農者の支援について、人・農地プラ

ンに基づきながら昨年度から新規就農者の支援

制度が打ち出されたわけでございますが、残念

なことに、私ども長井市を中心とした山形県で

考えてみますと、何といっても全くの新規、他

産業からの新規就農というよりは親元就農がメ

インではないかと。それなのに国の施策は親元

就農についてはさまざまな制約をつけて、結果

としていろいろ申請をするにもかかわらず、実

態としては昨年度は４件、５名程度しか認めら

れなかったということに鑑みまして、長井市と

しては昨年度中に県の市長会のほうに親元就農

への要件緩和を国に強く求めるということで提

案いたし、県の市長会で採択をいただき、そし

て東北市長会でも採択いただき、過日、全国市

長会で、農林水産省をはじめ関係省庁にその旨

を要望するようにお願いしてきたところでござ

いますが、そういったところをむしろ私どもは

力を入れていくべきであろうというふうに考え

ております。 

 課題等もたくさんあると思いますが、ぜひ具

体的なところは小関秀一議員をはじめ議会の皆

様からもご指導いただきながら、あるいはご提

言いただきながら、県、国等に働きかけてまい

りたいと思います。 

 私のほうからは以上でございます。 

○小関勝助議長 齋藤環樹財政課長。 

○齋藤環樹財政課長 それでは、私のほうからは、

まず財政計画の関係について答弁申し上げます。 

 一般的に地方自治体が策定する財政計画につ

きましては、現在の財政状況及び将来の財政見

通しを明らかにしながら、総合計画の実施計画

や予算編成の財源の裏づけとするために策定さ
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れております。多くの地方自治体では、財政計

画の計画期間はおおむね５年程度とされており

まして、社会経済情勢や国の施策、地方財政制

度の変更等を踏まえ、毎年ローリングを行って

いるようでございます。 

 この計画期間が５年程度とされておりますの

は、推計の基礎となる長期にわたる経済指標、

例えば名目経済成長率や消費者物価上昇率など

の指標で超長期にわたるものがないこと、それ

から、地方財政運営の指針となる地方財政関係

の長期の将来見通しがほとんどないこと、それ

から、国の長期財政展望に当たります財務省が

毎年公表する予算における後年度歳出歳入の影

響試算の期間も５年であること、それから、国

の施策や地方財政制度が目まぐるしく変更され

るため、それなりの角度を保ちながら有効な推

計を行うためには５年程度が限度であると考え

られていることではないかと考えております。

長井市でもこうした理由から、期間を５年とす

る中期財政展望を毎年作成しております。 

 それから、国立社会保障・人口問題研究所の

日本の地域別将来推計人口、ことしの３月に公

表されたその公表を一つの契機として、人口減

少に伴う将来の国と地方の行財政運営に係る議

論がなされております。超長期の推計をする場

合、唯一といってもいい指標である人口推計だ

けをもとに将来の見通しを考えますと、例えば

ですけれども、歳入のうち一般財源の根幹とな

る市税と地方交付税につきまして、市民税の部

分では生産年齢の人口所得に影響してきます。

地方交付税では総人口測定単位というところで

かなり大きく影響すると思います。そこらの影

響を単純に見込んで、極めて大ざっぱな試算を

仮にしてみました。 

 人口問題研究所推計で2040年という数字がご

ざいますので、今から27年後、平成でいいます

と52年と決算値が確定している平成23年度を仮

に比較しますと、2040年、平成52年では市税は

４億ちょいぐらい減少すると、地方交付税につ

きましては７億3,000万円、4,000万円あたり減

少する。合わせて市税、交付税では11億5,000

万円程度減少するというような単純な推計にな

ります。 

 ただ、これは歳入だけですけれども、これに

加えて想定される社会保障関係経費をはじめと

する諸費用の増嵩等を考えますと、例えばこれ

から今後一切公共投資を行わず、52年時点の公

債費をゼロにしても、収支は均衡しないという

ような結果になります。こういった状況につき

ましては、長井市に限らないものと思われます。

さらにこれ、人口を前提としておりますので、

国につきましても、国税につきましても所得課

税分を中心に激減するとなりますので、そうし

ますと、長井市の財政といったレベルの話では

なくて、現行の国庫補助制度、地方交付税制度、

もっと言えば社会保障関係を含めた現在の日本

の行財政制度の仕組み自体が現行制度を前提に

して人口だけで推計すると、なかなか難しい話

になるのではないかと考えております。 

 また、別な視点で考えてみますと、長期推計

の一つの参考となり、検証できるというのが、

じゃあ過去はどうだったかということになりま

す。一般財源の大きなところの市税と交付税に

つきまして、先ほど今から27年後の平成52年の

推計を申し上げましたので、それでは過去27年

をさかのぼってみるとどうだったかということ

を申し上げたいと思いますが、決算値が確定し

ている平成23年度と27年前の昭和60年度の決算

額を比較したいと思います。 

 総人口なんですけれども、昭和60年度は３万

3,490人、これは国調人口です。生産年齢人口

は２万2,042人、それが平成23年度、これは22

年国調人口ですけれども、総人口は２万9,473

人、生産年齢人口は１万6,900人と、総人口は

4,017人、生産年齢人口は5,107人減少しており

ます。こういった状況にございますが、それで
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は市税と地方交付税の決算額はどうだったかと

いうことですが、昭和60年の市税総額は26億

1,100万円、平成23年は31億600万円、４億

9,500万円の増、地方交付税につきましては、

昭和60年度21億6,600万円でしたけれども、平

成23年度は45億4,800万円、23億8,200万円のプ

ラスという数値になります。税収に影響される

と思われる生産年齢人口と地方交付税の測定単

位として影響の大きい総人口が大きく減少して

いるにもかかわらず、市税、地方交付税は大幅

に増加していると。予算規模の増加要因、ある

いは物価上昇分を考慮しても、人口変動だけで

は説明できない結果でございます。これはなぜ

かというと、地方税財政制度の変更、政策的配

慮等もあり、こういった結果になりまして、単

純に人口だけでの将来予測は非常に難しいとい

うことでございまして、残念ながら地方税財政

制度を含めた諸制度の制度設計を行うのは国で

ございまして、国のある程度の将来見通しが示

されない段階で地方自治体が独自の推計を行う

のはなかなか難しいのではないかと考えている

ところであります。 

 そうはいっても、全体として人口減少によっ

て地域経済の規模が縮小し、自治体の歳入の減

少基調は否めないと考えております。したがい

まして、今後の財政運営上、将来負担への対処

方針の基本となるのは、こういった基調を踏ま

えた上で確実に予測可能な範囲内で人口動態に

かかわらない固定的な経費、例えば人件費や公

債費、維持補修費等の水準の適正なコントロー

ルと抑制、基礎的財政収支、いわゆるプライマ

リーバランスの黒字基調の確保、市債の繰上償

還や基金等の調整財源の確保に努めていくこと

が大切であろうと考えているところでございま

す。 

 以上です。 

○小関勝助議長 孫田邦彦農林課長。 

○孫田邦彦農林課長 小関秀一議員の質問にお答

えいたします。 

 地元農産物の消費拡大と直売所菜なポートの

かかわりについてでございますけども、市民直

売所菜なポートにつきましては、３年間が経過

し、売り上げは年々順調な伸びを示し、平成24

年度では１億3,100万円の売り上げを計上し、

前年比24％の増となっています。生産者が互い

に競争し、新鮮で品質のよいものを生産し、ま

た、売れることによって生産拡大を図ってきた

成果であります。 

 生産技術の向上やみずから売ることによって

農家は自立し、市場等では規格外として扱われ

るものがわけあり商品として販売することが可

能となり、商品化率の向上にもつながっている

と思っております。 

 直売所における地場物の農産物における販売

額と地場割合は、平成22年度が3,200万円で

86％、23年度が5,300万円で85％、24年度は

6,300万円で83％となっており、割合は若干下

がっているものの、販売額は大きく伸びており

ます。市民直売所における地元農産物の販売と

消費は伸びていると考えております。 

 また、市民直売所の会員数は、平成22年度当

時は213名でありました。平成24年度は208名で

若干減少しているものの、１人当たりの農産物

の販売価格が増加しております。個人の最高で

528万円を売り上げており、また、100万円以上

売り上げている農家は19名おられます。農家の

販売拡大と結びついてるものと思っております。 

 あと、米の関係の地場産物でございますけど

も、米についてはＪＡ山形おきたまから仕入れ

てございます。長井市産の米ということで指定

をしたいところでありますけれども、小ロット

であるということから、そのためにだけＪＡの

精米所を稼働させるわけにはいかないというよ

うなことで、産地指定は対応できないというよ

うなことから、おきたま産の米というような表

示でさせていただいております。 



 

―９３― 

 あと、加工品の地場産物の割合でございます

けども、加工品につきましてはさきに提出させ

ていただいた資料においては地場物との仕分け

が不能というようなことでちょっと記載させて

いただいたわけでありますけども、産地交流の

一環として実施しています海産物や一部の仕入

れ商品を除き、また、原材料の産地がどこかは

別といたしまして、地元のお店で加工されてる

ものであることから、ほとんどが地場物と考え

ていいのじゃないかというようなことでござい

ましたので、訂正をさせていただきたいと思い

ます。 

 あと、２番目の人・農地プランの実績と長井

市の農業施策の方針についてでございますけど

も、人・農地プランについては国でも重要視し

ており、この計画に中心的経営体として掲載さ

れていない場合は、経営体育成支援事業の交付

が受けられないということになっております。

本市の農業振興において、このプランに掲載さ

れてる中心経営体を中心に、農地の集積や施設

への支援等を図ってまいりたいと考えておりま

す。 

 しかし、プランについては、年々変化が生ず

ることから、その状況の変化によって見直しを

行い、より精度の高い計画としていかなければ

ならないと考えております。 

 指針的経営体の平均経営規模は11.1ヘクター

ルということで計画されており、また、新規就

農者は15名ほどで計画されております。新規就

農者の確保、育成に推進していかなければなら

ないというようなことで考えております。 

 続いて、市の独自政策でありますけれども、

その新規就農者の定住支援として本年度より生

き生き就農促進事業を創設し、家賃に対する支

援として家賃の２分の１または３万円以下のい

ずれか低い金額に対して補助し、市内からの転

入や市外への転出を防止して、新規就農者の確

保を図ろうというようなことで計画をしており

ます。 

 あと、農産物に対する支援でございますけれ

ども、新たな農産物の産地化を図ろうというよ

うなことで、行者菜の生産拡大と特産化を目指

し、苗木代の補助を24年度から実施しておりま

す。また、耕作放棄地対策ということと醸造用

ブドウの振興というようなことで、大手酒造メ

ーカーと地元農業家が共同で醸造用ブドウの試

験栽培を取り組んで、ことしからおるわけであ

りますけども、その試験圃場の整備に対し支援

を行い、醸造用ブドウの市内の定着、ワイン工

場への発展へとしていければというようなこと

で期待をしているところでございます。 

 また、環境保全型農業についての支援でござ

いますけれども、これはレインボープランの推

進や循環型農業の支援する、またブランド化を

図るため、レインボープラン認証やレインボー

プランの里からの認証を得て市民直売所で販売

された場合については、販売価格の５％を補助

を行い、生産者を支援してまいるという施策を

講じておるところでございます。 

 以上でございます。 

○小関勝助議長 ５番、小関秀一議員。 

○５番 小関秀一議員 それぞれ回答をいただき

まして、ありがとうございました。 

 ちょっと市長におわびしたいけども、さっき

３月議会の回答のところで公共施設マネジメン

トというようなことと財務計画については全て

イコールでないというふうなことについても私

の言葉足らずでありましたので、おわびを申し

上げます。 

 公共事業と公共施設等については、市民生活

のさまざまな面でこれから予算の大きな投資を

するというふうな場面がありますので、ぜひ私

は検討委員会を部門部門で立ち上げていただい

てることについては、例えば都市再生整備につ

いての検討委員会も昨日の質疑でもありました

が、やっぱり横断的な計画が必要だなというふ
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うに私は以前から思ってたので、その部門と財

政と、じゃあ長井市の財政全体の中でことしは

どういうふうな事業を手がけていくのかという

ふうな財務計画がリンクしていかないと、今、

財政課長からは30年先のような財務の計画につ

いては非常に難しいというこまい部分での説明

はありましたけれども、例えば長井市でも出し

てる５年後の中期計画についても、国からいろ

いろな補助事業が出てきて、特に近年は復興に

ついてかかわる公共事業の補助事業が大分ここ

一、二年目立つわけですが、例えば中期計画の

中でも、２年前、私が議員になった当時にいた

だいた中期計画で、市債については５年後、当

時23年度で131億円というふうな市債を予定し

ておったのが、27年に86億円までというふうに

説明をいただいておりました。 

 つい最近の３月議会が終わってから財政課か

ら説明あった中期計画によりますと、既に28年、

29年に、これは当時の課長からの補足説明の中

でも市庁舎等の大型投資が予想されるのでとい

うこともありましたが、130億円の公債費を見

込んでるということであります。つまり２年間

で、中期展望は先ほどの説明もあったように毎

年ローリングをしたり見直しをするというふう

なことは、これは大前提でありますけれども、

そういう短期間にも大きく、いわゆる借金の額

が変わってくるというのが、私には単年度の予

算審議をするということの非常に難しさがある

なというふうに私は議員の立場で思って、ぜひ

これは総合計画さあわせた10年後、そして人口

等が将来大きく変動する20年、30年後の財務に

ついてはきちんと計画を持って進めるべきだな

というふうに思っておるところですが、市長か

ら再度その辺の見解についてお尋ね申し上げま

す。 

○小関勝助議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 まず、財政の中期計画ではなくて展望です。

したがって、私どもで議会のほうにも５年間の

中期展望示させていただいてる内容については、

私のほうの査定はもちろん入ってない状況なん

です。したがって、この５年以内ぐらいにぜひ

こういったことが必要と見込まれるものについ

ては財政課のほうに申告してくださいというよ

うなものなんです。したがって、それを実際に

工事を、例えばそういう事業をやるかどうかと

いうことについては、これは議会の皆様からも

意見をいただき、あるいは市民の皆様からもさ

まざまな面で判断といいますか意見をいただい

て、最終的にその年度に、例えば26年度予定し

ていた事業を上げるかどうかというのは、その

ときの財政の見通しに基づいて判断するわけで

ございます。 

 したがって、小関秀一議員がおっしゃること

もよくわかるんですが、先ほど財政課長が申し

上げましたように、私どもの例えば交付税がど

のぐらい26年度見込めるかとか、あるいは市税

等の見込みとかというのは、国の地方財政計画

に基づいてこれを推計するわけです。それとい

うのは、26年度でしたらこれから多分、通常で

すと８月、９月ぐらいに示されるんですが、そ

れに基づいて推計するわけなんです。したがっ

て、それを30年先、40年先というのは、これは

なかなか難しいし、失礼な言い方をすると、や

っても意味がないということです。私どもで全

て独立国だったら、これはできるかもしれませ

ん。自分たちで法律をつくって自分たちで経済

政策、社会保障をやるんだったらいいんですが、

そうじゃなくて国という政府があって、我々地

方自治体があるわけですから、そことの関係の

中で財政の見通しを立てざるを得ないと。これ

は法律に基づいてやってるわけですから。した

がって、中期展望で例えば５年間で130億円と

か、その年度年度で、例えばこの年度が８億円

ぐらい財源が足りないとかって出てくるわけで

すけども、それを財源が足りなかったら、それ
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は先送りするとか中止せざるを得ないわけです。

それは先ほど申し上げてるわけです。そういっ

た財政運営上の、私どもとしてはしっかりとし

たシミュレーションをしてやっていくと。 

 ただし、事業を行った場合、例えば起債をす

るとしたら、その起債が10年であったり15年で

あったりとするわけですけども、その借金の額

がずっと積み重なって10年後の公債費が幾ら幾

らということは推計できるわけです、事業を起

こす際に。ですから、それはある程度、10年、

15年先ぐらいのスパンは見ていきますが、しか

し、例えば国のほうも地方自治体でそういった

事業をして負債を抱えてるというのはわかって

るわけですから、それをないがしろにして大幅

に財源措置を変えていくということは、国でも

これはできないはずなんです。そういう私ども

国とかの信頼関係のもとに行っておりますので、

そして、私どもとしては市民の皆様からいろん

なご要望いただいて、一番難しいのは、じゃあ

どれを最優先にすべきかということなんです。 

 中心市街地の活性化ということで、これは長

井市全体として必要なことだというふうに判断

しているわけなんですが、各地区について、中

央地区も含めて６地区には、やっぱりそれぞれ

小学校をしっかりとこれからも統廃合をできる

だけしないでやっていきたいと。あと地区公民

館、それから、これから制度が変わるんでしょ

うけども、中央地区は別として認定こども園み

たいな保育園とか幼稚園の機能、それともう一

つは体育館、地区の皆さんの体育館、こういっ

たものを何とか地域の住民の皆様の要望に応え

てしっかりと整備はしていきたいというふうに

思ってますが、それ以外の市全体の施設につい

ては、やはりいろいろご検討いただいて、最終

的には議会の皆様からもご判断いただいて決定

するということになるかと思います。 

 ちょっと答えになってるかどうかですが、以

上でございます。 

○小関勝助議長 ５番、小関秀一議員。 

○５番 小関秀一議員 おっしゃるとおり、非常

に財政についての長期的な展望については難し

いことは十分わかります。ただ、例えば大規模

な公共投資については額と、あと長期的ないわ

ゆる市の借金が長期にわたるというふうな部分

についてのシミュレーションは当然財政課でも

しながら前に進むというふうなことがあろうか

と思います。特に近年、これは国の借金もそう

なんですし、また、私んだ長井市の過去のいわ

ゆる公共投資の、これ失敗って言っていいかど

うかですが、ツケがつい先ごろまであったとい

うふうな反省を考えれば、当然これからしんな

ね課題と市長が言うように、できる財政の中で

の優先順位についてはきちんと計画的に検討す

るというふうなことが必要だと私は思ったので、

せめて30年というのは非常に夢物語かもしんね

えけんども、ある程度のシミュレーションはや

っぱり議論をしながら公共施設の設備投資に当

たんなねえべなというように私は思ったところ

ですので、ぜひ一番最初に申し上げた例えば公

共施設マネジメント、これについては早急に導

入をして取り組みをしていただきながら、その

ほか公共事業については、例えば道とか水道関

係とかっていうインフラ整備もプラスアルファ

であるわけですので、ぜひ検討を早めて前向き

に進めていただきたいなというふうに思います

が、再度、マネジメント導入について、市長か

からお伺いをしたいと思います。 

○小関勝助議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 公共施設のマネジメントについては、レベル

があると思うんです。いわゆる白書みたいな形

で出すことは、残念ながら私ども長井市ではす

べきでないと。ただししっかりと、行革委員会

にもお願いしましたけれども、全部のリストを

つくって、年数、あと程度、あとどういうふう

にして維持補修していったかという履歴も含め、
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今後の、何というんでしょうか、必要性等々で

すね、そういったことを整理した手法をぜひで

きるだけ早く検討しなきゃいけないと思ってお

ります。 

 なお、さっきも申し上げましたけれども、30

年後、40年後の財政のシミュレーションという

のはなかなか難しいんですが、その私ども今の

状況の中でできることというのは、まず第一に

財政力を高めることなんです。それはご存じの

とおり市税、これは固定資産税と市民税、法人

市民税も含めてですけども、そういったことの

率を上げていくと。大都市自治体は交付税をい

ただいていないところがいっぱいあるわけです。

それは自前で全部できる。ですから、私どもは

そこまでは無理ですが、やはり産業振興を図っ

て、できるだけ若い人にも定着いただくような

施策も考えていかないと、幾らそんなマネジメ

ントなんかやっても空論に終わってしまうと。

財政力を高める、なおかつ人件費を抑制し、公

共事業は計画的にやっていくと。そして、何か

あったとき大丈夫なように、それなりの備え、

基金等を準備していく必要があるんだろうと、

そういうふうに今までの行革の中で学んだこと

ではないのかなと思ってるところでございます。 

○小関勝助議長 ５番、小関秀一議員。 

○５番 小関秀一議員 わかりました。ぜひ導入

を検討していただきながら、市民生活に長期的

に安定できる財務であることが市民の安全と安

心感につながることだなと。そして、若い人も

定住なり働く場を求める地域になってほしいな

という意味も込めてお願いをしたいというふう

に思います。 

 財政については非常に不勉強な部分あるわけ

ですが、昨今、国の国家公務員の給与の削減に

ついてから始まって、山形県でも知事が職員給

与について見直しをというふうなことも発表さ

れております。地方自治体の長井市にとっても、

財政の中での人件費の占める割合については非

常に大きい部分もあるわけですが、市長のいわ

ゆる公務員給与の削減についての見解がありま

したらば、お尋ねをいたします。 

○小関勝助議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 国のほうから、国家公務員が東

日本大震災の復興支援のために給与カットする

と、閣僚もカットするということで昨年行った

わけでございます。今年度に入りましてから、

地方自治体も国家公務員と同じように削減しな

さいというような要請がありました。それにつ

いては、当然全国市議会議長会、あと私ども市

長会をはじめ地方六団体で、これは趣旨が違う

だろうと。結局その部分の交付税を減らします

よということなものですから、やはりちょっと

趣旨が変わってきたのかなというふうに、そこ

は非常に残念であります。 

 一方で、私どもとしても東北の震災の復興に

対する協力はしなきゃいけないともちろん思っ

ております。その分が地方交付税として減らさ

れると。その部分、減らされた部分を復興に回

るんだということであれば、ぜひ職員の皆さん

にも、一般職員にも協力いただき、なおかつ私

ども特別職も一緒に協力しなきゃいけないだろ

うというふうに思っております。その判断につ

いては今、検討してるところでございまして、

きょうの一般質問終了後の全員協議会の中で少

しお時間をいただいて、県内の市町村の状況を

報告させていただきながら私のほうの考え方も

お示しさせていただきたいと思ってますが、や

はり過去に私ども、特に15年ぐらいずっと行財

政改革を行いまして、特に平成13年からの５年

間、それから平成19年からの約３年半、カット

してまいりました。国はそのときは一切してな

いわけでありまして、ラスパイレスは一時89ぐ

らいまでなりました。ですから、このたび置賜

管内のあるまちでは、ラスパイレスが低いから

ということで、しないということをおっしゃっ

てる自治体もございますが、私どもその後、ラ
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スパイレスをできるだけやっぱり、100までは

できなくても高めようということで努力してま

いりまして現在96ぐらいでございますので、そ

うしますと、国のラスパイレスから見ると３％

から４％ぐらいちょっと高いという現状であり

ますので、どのぐらいを考えなきゃいけないか

等を含めて、ぜひ議会の皆様にもご報告を申し

上げながらご意見をいただきたいと思ってます。 

 なお、一般職員の給与カットについては、こ

れは交渉しなければならないということがござ

いますので、今ここでするしないということは

申し上げることはまだ早計なのかなというふう

に思ってるところでございます。 

○小関勝助議長 ５番、小関秀一議員。 

○５番 小関秀一議員 今説明ありましたように、

公務員給与にかかわる交付税の減額、長井市に

とっての減額についてはどのように予想されて

おりますか、財政課長、もしわかりましたら。 

○小関勝助議長 齋藤環樹財政課長。 

○齋藤環樹財政課長 今年度分の地方交付税の収

入の見込みにつきましては、予算編成時点でた

だいま話がありました国家公務員の給与削減に

伴う影響分と大ざっぱな通知がございまして、

その分は見込んで地方交付税の予算措置はして

おります。 

 かなり大ざっぱな推計なんですけれども、普

通交付税に影響する分ということで申し上げま

すと、長井市のラスパイレス指数から出したも

のではなくて、当時の全国一律の推計値という

ことで申し上げますと、6,000万円から8,000万

円ぐらいの影響額があるんだろうと考えており

ます。 

○小関勝助議長 ５番、小関秀一議員。 

○５番 小関秀一議員 長期の財務計画と単年度

と申しますか、今々のというふうなことを両方、

非常に私は財務は大事な部分でありますので、

これからも勉強させていただきながらいろいろ

やりとりをさせていただきたいと思いますが、

２番目の農業振興の中で、先ほど市長からもあ

ったように、これは財務とかいろんな面でも同

じなんだけども、地方が一生懸命やったものだ

から国が予算づけとか事業が認めたというふう

なこともいっぱいあるわけです。例えばそれこ

そ人件費の削減から、農業振興でいえば有機農

業とか環境保全型農業で堆肥散布に補助金を、

各市町村なんかはかつてつけてあったのを今度

は環境保全型農業の直接支払いと称して堆肥散

布している農家に１トン、10アール当たり散布

した農家には、ことしからだと4,000円だっけ、

交付するというふうな直接払いなんかもありま

すので、ぜひ市の、これからむしろ国などを動

かせるような独自な提案をしながら、予算措置

についても要望していくというふうなことも必

要なのかなというようにつくづく今思っており

ます。 

 要件緩和についても、親元就農については、

今市長からもあったように本当に新規の方も大

事にしんないけんども、今ある農地や農業施設

を維持し、将来の農業食糧生産に結びつく親元

就農についても要件緩和をしていかないと、な

かなか経営が維持できなくなんなべなという心

配しておりますので、今後ともそういう地方か

らの声をともどもに上げていただきたいなとい

うことを願って、質問を終了させていただきま

す。どうもありがとうございました。 

 

 

 我妻 昇議員の質問 

 

 

○小関勝助議長 次に、順位７番、議席番号７番、

我妻 昇議員。 

  （７番我妻 昇議員登壇） 

○７番 我妻 昇議員 おはようございます。よ

ろしくお願いいたします。 

 市役所の玄関に飾られているあやめの花がと




